
 

川崎市生活保護不正受給告訴等検討委員会設置要綱 
 

(設置目的) 
第１条 川崎市の福祉事務所が把握した生活保護費の不正受給事案に対し、川崎市が告

訴・告発（以下「告訴等」という。）を行うことに関して、統一的な対応を図ることを

目的に川崎市生活保護不正受給告訴等検討委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 
 

(委員会の処理事項) 
第２条 委員会は次の事項を審議し、必要な指示・調整を行う。 

 （１）不正受給事案の告訴等に関すること。 
（２）不正受給の防止に関すること。 
（３）その他、委員会で定めること。 
 

(委員会の組織) 
第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 
２ 委員長は、健康福祉局長をもって充てる。 
３ 副委員長は、健康福祉局生活保護・自立支援室長をもって充てる。 
４ 委員は川崎福祉事務所担当部長（生活保護担当）、幸福祉事務所長、中原福祉事務所

長、高津福祉事務所長、宮前福祉事務所長、多摩福祉事務所長及び麻生福祉事務所長を

もって充てる。 
５ 委員長は委員会を代表し、会務を総括する。 
６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 

(会議) 
第４条 委員会は、委員長が必要と認めたときに招集し、その議長となる。 
２ 委員会は、委員の３分の２以上の者の出席がなければ会議を開くことができない。 
３ 委員会の議事は出席委員の過半数をもって決し、可否が同数のときは、議長が決する。 
４ 委員会は、議事内容を市長及び副市長に報告する。 

 
(関係者の出席) 

第５条 委員長が必要であると認めたときは、関係者の出席を求め、その者から説明又は

意見を聞くことができる。 
 

(事務局) 
第６条 委員会の事務局は、健康福祉局生活保護・自立支援室に置く。 

 
(委任) 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成２６年３月１２日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、令和７年１月１日から施行する。 


